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１ 目 的 この工事関係書類処理要領（以下「要領」という。）は、監督

員が作成する工事の事務処理に必要な書類並びに東京都交通局

工事施行規程（平成 12 年 3 月 17 日交通局規程第 2 号）第 19
条の規定に基づき、受注者等から提出される書類（以下「書類」

という。）の処理方法を定めることにより、工事及び設計等の委

託の円滑かつ適正な施行を図ることを目的とする。 
  
２ 適用範囲 この要領は、車両電気部が施行する工事の請負及び設計等の

委託並びに単価契約に係わる書類の処理に適用する。 
  
３ 書類の名称及

び様式 

工事関係書類の名称及び様式は、別紙－１「書類の名称及び

様式」による。 
なお、書類はワープロ、タイプ等を用いた書式・電子媒体で

も差し支えないものとする。 
  
４ 監督員等作成

書類の処理方法 

(1) 監督員は、作成した書類の内容を確認し、別表－２「監督

員等作成書類一覧」により速やかに所要の手続きをとること。 
(2) 書類の提出先、提出時期及び記入上の注意事項等処理方法

については、それぞれの様式の欄外、または表の説明欄の記

載のとおり処理するものとする。 
  
５ 受注者提出書

類の処理方法 

監督員は、受注者から提出された書類の内容を点検し、速や

かに所要の手続きをとること。 
(1) 書類の提出時期及び部数等は、別紙－３「受注者提出書類

一覧」による。 
(2) 記入方法及び注意事項は、様式に個々に記載するとおりと

する。 
(3) 提出された書類は、すべて担当監督員が受理すること。 
(4) 書類の内容の点検等を完了したときは、様式右上部の枠内

スペースを用いて処理経過を明らかにする。確認記録・電子

メールでの確認（メールの確認履歴の記録を残すこと）によ

り処理すること。 
  
６ 様式に定めの

ないもの 

(1) 東京都交通局契約事務規程（昭和 39 年 4 月 1 日交通局規

程第 15 号）第 42 条第 1 項の規定に基づく標準契約書におい

て、書面によることとされている書類のうち、様式に定めの

ないものの処理方法については、原則として工事主管課長の

指示によるものとする。その取扱いは５に準ずる。 
(2) 工事請負契約書の約款第3条に基づく工程表の様式につい

ては、任意とする。 
  
７ 提出期限 

 

契約及び報告書等に必要な書類は、別に期限が定められてい

るものを除き、その書類提出の必要が発生した時点から 5 日以

内に提出すること。 
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付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

 

付 則 

この要領は、平成 16 年 5 月 15 日から実施する。 

 

この要領は、平成 24 年 4 月 1 日から実施する。 

 

この要領は、平成 28 年 6 月 10 日から実施する。 

 

この要領は、平成 29 年 1 月 13 日から実施する。 

 

この要領は、平成 31 年 2 月 1 日から実施する。 

 

この要領は、平成 31 年 4 月 1 日から実施する。 

 

 この要領は、令和 2 年 12 月 1 日から実施する。 

 

 この要領は、令和 3 年 4 月 1 日から実施する。 

 

 この要領は、令和 3 年 10 月 20 日から実施する。 

 

 この要領は、令和 4 年 4 月 1 日から実施する。 

 

この要領は、令和 5 年 10 月 1 日から実施する。 

 

この要領は、令和 6 年 4 月 1 日から実施する。 

 

この要領は、令和 6 年 10 月 1 日から実施する。 
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 (2) 受注者提出書類 
 

①  工事の請負に係る書類 
 様 式 名 称 様式番号 ㌻ 

工
事
着
手 

現場代理人及び主任技術者等通知書 統一２ 47 
経歴書（   ） 統一３ 49 
施工計画書 統一２２ 51 

前
払
金 

前払金等請求確認書 統一５ 53 
前払金請求書 局－３ 55 

中

間

前

払

金 

認定請求書 統一１１ 57 
履行報告書 局－１０ 59 
工事の進捗状況について（月報） 局－４ 61 
工事進捗状況工程表 局－５ 63 
実施工程表 局－７ 65 
中間前払金請求書 局－１３ 67 

工

事

施

工 

建設業退職金共済制度加入届 統一７ 69 
掛金収納書 統一７の２ 71 
建設業退職金共済証紙購入状況報告書 統一７の３ 72 

労災保険加入証明願 別紙様式 1 
（東京労働局) 73 

（請求・通知・報告・協議）書 統一１６ 75 
承諾書 統一１７ 77 
（   ）承諾申請書 統一２５ 79 
（協議・報告）書 統一２６ 81 
立会依頼書兼通知書 部－１ 83 
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 様 式 名 称 様式番号 ㌻ 
工

事

施

工 

中間検査請求書 統一２１ 85 
（   ）記録の報告書 統一２８ 89 
事故報告書 局－１７ 91 
事故経過報告書（第 報） 局－１６ 93 

日
・
月
報 

工事作業日報 局－６ 95 
工事の進捗状況について（月報） 局－４ 97 
工事進捗状況工程表 局－５ 73 
実施工程表 局－７ 75 

材

料 

支給材料（請求・受領・返納）書（第 回） 統一１２ 97 
支給材料（請求・受領・返納）内訳書 統一１３ 99 
主要資材発注予定報告書 統一１８ 101 
材料検査請求兼検査書 局－１２ 103 
材料検査請求書（第 回） 部－２ 107 
発生材報告書（第 回） 統一１４ 109 
発生材報告内訳書 統一１５ 111 

検

査 

工事完了届 局様式 113 
請求書 （任意様式） － 
請求金額計算書 （参考様式） 115 
既済部分検査請求書（第 回） 統一１０ 117 
既済部分出来高調書 局－８ 119 
既済部分出来高工種別内訳書 局－９ 121 
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②  設計・調査委託に係る書類 
 様 式 名 称 様式番号 ㌻ 

委 
 

託 

代理人及び主任技術者等通知書 統一３２ 123 
経歴書（   ） 統一３ 49 
技術者及び協力会社届 部－４（委） 125 
委託完了届 局様式 127 
請求書 （任意様式） － 



 

 
 

9

別紙－３ 
受 注 者 提 出 書 類 一 覧 

（受注者が作成する書類） 
提出 
時期 契 約 時 着 工 時 現場工事着手まで 着 工 時 

提出 
図書 契 約 

着  手 
前 払 金 

提出図書 
提出 
部数 部 3 部 1 部 1 部 

工

事

の

請

負

契

約 

 

 

  

9  
 

経歴書 
統一 3 

(P.49,50) 

 
現場代理人及び主

任技術者等通知書 
統一 2 

(P.47,48) 

 
 

設計図面 

 
 

特記仕様書 

 
 

標準仕様書 

 
 

工事請負契約書 

 
 

前払金請求書 
局－３ 

(P.55,56) 

 
前払金等請求 

確認書 
統一５ 

(P.53,54) 

 
施工計画書 
統一 22 

(P.51,52) 



 

 
 

10 

 
提出 
時期 現場工事着手後 1 ヶ月以内 施 工 時 

提出 
図書 共済制度・労災保険 

工 事 施 工 

請求・通知・報告・協議 協議・報告、承諾 施工管理記録 中間検査 
提出 
部数 1 部 2 部 1 部 1 部 2 部 

工

事

の

請

負

契

約 

     

 
承諾書 
統一 17 

(P.77,78) 

 
（   ）承諾申請

書 
統一 25 

(P.79,80) 

 
（  ）記録の報告

書 
統一 28 

(P.89,90) 

 
工事作業日報 

局－6 
(P.95,96) 

 
工事進捗状況工程表 

局－5 
(P.63,64) 

 
実施工程表 

局－7 
(P.65,66) 

 
中間検査請求書 

統一 21 
(P.85,86) 

工事の進捗状況につ

いて（月報） 
局－4 

(P.61,62) 

 
（請求・通知・ 
報告・協議）書 

統一 16 
(P.75,76) 

 
建設業退職金共済

証紙購入状況 
報告書 

統一 7 の 3 
(P.72) 

 
 
 

掛金収納書 
統一 7 の 2 

(P.71) 

建設業退職金共済

制度加入届 
統一 7 

(P.69,70) 

労災保険 
加入証明願 
別紙様式 1 
(P.73,74) 

 
（協議・報告）書 

統一 26 
(P.81,82) 
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提出 
時期 施 工 時 

提出 
図書 

材 料  

支給材料 主要材料発注予定 材料検査 発 生 材 立会依頼 
提出 
部数 

請求・受領 1 部 
返納    2 部 1 部 2 部 2 部 2 部 

工

事

の

請

負

契

約 

 

 

 
 

 

 
支給材料（請求・

受領・返納） 
内訳書 
統一 13 

(P.99,100) 

支給材料（請求・

受領・返納）書 
（第 回） 
統一 12 

(P.97,98) 

 
材料検査請求書 
（第 回） 
部－２ 

(P.107,108) 

 
材料検査請求 
兼検査書 
局－12 

(P.103,104)  
主要資材発注予定 

報告書 
統一 18 

(P.101,102) 
 

発生材報告 
内訳書 
統一 15 

(P.111,112) 

 
発生材報告書 
（第 回） 
統一 14 

(P.109,110) 
 

立会依頼書 
兼通知書 
部－1 

(P.83,84) 
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提出 
時期 施 工 時 

提出 
図書 

既 済 部 分 
中間前払金 事 故 

既済部分検査 請 求 書 
提出 
部数 2 部 1 部 1 部 2 部 

工

事

の

請

負

契

約 

    

12 

 
既済部分出来高 
工種別内訳書 

局－9 
(P.121,122) 

 
既済部分出来高調書 

局－8 
(P.119,120) 

 
既済部分検査請求書

（第 回） 
統一 10 

(P.117,118) 

 
請求書 

(任意様式) 

認定請求書 
統一 11 

(P.57,58) 

履行報告書 
局－10 

(P.59,60) 

実施工程表 
局－7 

(P.65,66) 

中間前払金請求書 
局－13 

(P.67,68) 

 
事故報告書 
局－17 

(P.91,92) 

 
事故経過報告書 
（第 報） 
局－16 

(P.93,94) 

 
工事進捗状況工程表 

局－5 
(P.63,64) 

工事の進捗状況につ

いて（月報） 
局－4 

(P.61,62) 
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提出 
時期 完 了 時 

提出 
図書 

完 了 

工事完了 請 求 書 
提出 
部数 2 部 1 部 

工

事

の

請

負

契

約 

  

13 

 
工事完了届 
局様式 

(P.113,114) 

 
請求書 

（任意様式） 
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提出 
時期 着 手 時 完 了 時 

提出 
図書 

着 手 完 了 

提出図書 委託完了届 請 求 書 
提出 
部数 2 部 2 部 1 部 

設

計

等

の

委

託

契

約 

 

  

14 

 
請求書 

（任意様式） 
 

 
 

経歴書 
統一３ 

(P.49,50) 

代理人及び 
主任技術者等通知書 

統一 32 
(P.123,124) 

 
技術者及び 
協力会社届 
部－４（委） 
(P.125,126) 

 
委託完了届 
局様式 

(P.113,114) 
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 統一２  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

現場代理人及び主任技術者等通知書 
 

                                                                   年  月  日 

  （発注者宛） 

                      殿 

                                            住所 

                                      受注者 

                                            氏名 

                                            (法人の場合は名称及び代表者の氏名※） 

                                              連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ                 

 現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額    ￥ 
  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥           ） 

契 約 年 月 日         年  月  日 工   期  

技 術 者 分 類 技 術 者 氏 名  建設業法上の該当資格に○を付ける 備   考 

現場代理人氏名 

 
(連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ) 

 ふりがな  現場代理人と主任技術者、

監理技術者又は監理技術者

補佐は兼任できる。 

 
 

                        

主任技術者氏名 
 ふりがな   建設業法第７条 

  第２号のイ・ロ・ハ 

 

 

監理技術者氏名 
 ふりがな   建設業法第15条 

  第２号のイ・ロ・ハ 

※資格者証（監理技術者講習

修了履歴）を監督員に提示す

ること。 

 

 

 
監理技術者補佐氏名 

ふりがな ・建設業法第15条 

  第２号のイ・ロ・ハ 

・          

 

 

専門技術者氏名 

（          ） 

 ふりがな   建設業法第７条 

  第２号のイ・ロ・ハ 

()内には専門技術者を置い

て施工する工事の建設業法

上の区分を記入する。  

電気保安技術者氏名 
 ふりがな  資格は別紙経歴書に記入す

る。 
 

  ふりがな   

 

受注者（JVの場 

合幹事会社）の 

許 可 区 分 等 

 土木一式・建築一式・電気・管・鋼構造物・舗装・機械器具設置・造園 

 水道施設・その他（                    ） 

 大臣・知事  特定・一般  第         号 
 

監理業務受託者   担当者名                

注１ 受注者（JVの場合幹事会社）の許可区分等の欄は、監理技術者を設置した場合のみ記入すること。 

 ２ 監理技術者が監理技術者資格者証を提示した場合には、経歴書の添付は不要。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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現場代理人及び主任技術者等通知書 

 
作成上の注意 

 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．現場代理人及び主任技術者等とは、契約約款第９条に該当するものをいう。 
 
３．提出月日は、工事着手日と同一。 
 
４．提出部数は 3 部とし、工事主管課に提出する。 
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統一３ 
 
 

                       経 歴 書（         ）  
 
 
 
 

ふ  り  が  な 
                         氏  名                 
 
 
 
 
 
 
                                         学  歴 
 
      年  月                               
 
 
 
                                         職  歴 
 
   年  月～  年  月                               
 
 
 
 
                                         
 
 
                                         
 
 
 
 
                                         資  格 
 
      年  月                               
 
 
注 1 この様式は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハによる学歴、実務経験若しくは資格又は

仕様書等で指定されている資格若しくは実務経験等を提示する際に使用する。 

2 表題の（  ）内には、主任技術者等該当する技術者分類の名称を記入すること。  
    3 学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる  
      場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。  
  4 職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等はその資格に必要な実 

務経験について、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務経験について、 

それぞれ記載すること。  
    5  主任技術者等（監理技術者を除く）は、資格欄にその資格に必要な資格者証、合格証明書、免

許証等について、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について、それぞれ記

載すること。  
    また、当該資格の証明書等の写しを添付すること。  

 ただし、監理技術者資格合格者証による場合、実物を提示し監督員の確認を受けた場合には、

資格者証の写しの添付は不要とする。  
    6  監理技術者は、原則として監理技術者資格者証（監理技術者講習修了履歴）の実物を監督員に 

提示することとし、この経歴書の提出は不要とする。  
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経 歴 書（   ） 

 
作成上の注意 

 
１．学歴は、最終学歴のみを記入する。 
 
２．資格は、特に仕様書等で定められたものを記入する。 
 
３．監理技術者の資格は、該当する資格を記載すること。 
（建設業法第 27 条の 18 及び同法第 15 条第 2 号のイ） 
特に指定建設業監理技術者資格者証の交付を受けた技術者の届出の場合は、この経歴書に

資格者証の写し（表・裏）を添付すること。 
 
４．職歴及び工事経歴は、主要な経歴を記入する。 

主任技術者・監理技術者・専門技術者の資格に関連する期間の工事経歴を記載すること。 
（建設業法第 7 条第 2 号のイ・ロ・ハ、及び同法第 15 条第 2 号のイ・ロ・ハ） 

 
５．現場代理人及び主任技術者等通知書と同時に提出すること。 
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統一22   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

施 工 計 画 書  
 
                                                                 年  月  日 
 
  （発注者宛） 
                  殿 
 
 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                              現場代理人氏名                   
 
 下記工事について別添施工計画書を提出します。 

 
文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 
工 事 件 名 

 

 
工 事 場 所 

 

 
契 約 金 額 

 
   ￥ 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥              ） 

 
契 約 年 月 日 

 
       年  月  日 

 
 工     期 

 

  

監理業務受託者    担当者名                
 
 注 この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策 

計画書等の書類の提出にも使用する。  
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施 工 計 画 書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、受注工事標準仕様書に基づき提出する。 
 
３．提出年月日は、工事着手日とする。 
 
４．計画は、工事工程表の工程以外の計画（安全計画等）をすべて含める。 
 
５．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
６．契約金額は記入しない。 
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統一５   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 
前払金等請求確認書  

 
                                                                   年  月  日 
 
  （発注者宛） 
                  殿 
 
 
                                                 住所 
                                           受注者 

                                                 氏名 
                                                  法人の場合は名称 
                                                   及び代表者の氏名※ 
 
 下記の工事に関する前払金等の請求については確認欄のとおりです。 

文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 
 

工 事 件 名 
 

 

工 事 場 所 
 
 
 

契  約 金 額    ￥ 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

契 約 年 月 日          年  月  日  工     期  

 
 
前 払 金 等 
請 求 確 認 欄 

 前 払 金  中 間 前 払 金  部 分 払 

 
 １請求する。 
 
 ２請求しない。 

 
 １請求する。 
 
 ２請求しない。 

 １請求する。 
 
 ２請求しない。 
 
 ３本工事は部分払対象外 

 
 注 1 前払金等請求確認欄は、該当する項目の番号を○で囲む。  
      2 前払金を請求しない場合は、中間前払金を請求できない。  
      3 中間前払金を請求する場合は、部分払を請求できない。 
 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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前 払 金 等 請 求 確 認 書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 34 条に基づくもののほか、第 38 条、特約条項第 2 条に基づくものの

確認についても準用する。 
 
３．提出年月日は、工事着手日とする。 
 
４．提出部数は 1 部とし、車両電気部管理課に提出する。



 

55 
 

 
局－３  

  
 文 書 番 号 
 (工事番号) 

 

 
 

                                 前払金請求書  
 
                                                                       年  月  日  
 
 

（発注者宛て）         殿  
                        
 
 
 
                                                      住所  
                                                受注者    
                                                      氏名                             
                                                          
                                                           
 
 
 保証証書を提出したので下記のとおり前払金を請求します。  
 
                                           記  
 
   １ 請 求 金 額  ￥         

       
            
 
      ２ 文 書 番 号 
          (契約番号) 
 
   ３ 工 事 件 名 
 
   ４  契 約 金 額    ￥  
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥                   ）  
 
   ５ 前払金の率        契約金額の   ％  
 
              （限度額 ￥           ）  
 
   ６ 請 求 根 拠    契約条項第   条  
 

 注  請求金額に係る消費税及び地方消費税の額は記載しないこと。 
 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 

 
（都職員使用欄） 押印省略時の

本人確認日、確認方法及び確認者     年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 
（確認者氏名） 

 
 
 

（法人の場合は 
 名称及び代表者の氏名）※ 
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前 払 金 請 求 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、契約約款第 34 条及び第 34 条 2 項に基づき提出する。 
 
２．工事番号は、記入しない。 
 
３．提出部数は 1 部とし、車両電気部管理課に提出する。 
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統一１１   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

認定請求書  
 
                                                                   年  月  日 
 
  （発注者宛） 
                    殿 
 
 
 
                                                  住所 
                                            
                                                  氏名                         
                                                    法人の場合は名称 
                                                    及び代表者の氏名 
 
  下記の工事について、中間前払金の請求をしたいので、要件を満たしていることの認定を 
 請求します。 

契 約 番 号 

 
 
 

 
契 約 件 名 

 

 

 
契 約 金 額 

 
 ￥ 

 
 前 払 金 額 

 
 ￥ 

契 約 確 定 日 
 
        年  月  日 

工期、履行期間 
又は履行期限 

 

 

摘     要  

 

 

 

 

 

 

監理業務受託者    担当者名                
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認 定 請 求 書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 37 条の 2 に基づき提出する。 
 
３．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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 局－１０ （建築、設備、電気工事用） 
履 行 報 告 書 

工事件名：                          
工 期：    年 月 日 ～    年 月 日（工期の中間日：   年 月 日）       報告日：   年 月 日 

工 種 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月  月 
構成率 進捗 出来高

率 報告事項 
10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

 
予定                                         
実施                                     

報 告 者 請負業者名称  現場代理人               計 100％  ％  

※工種及び工程表の欄は適宜増減すること。 
※工種別の分類項目及び工種別構成比率は、監督又は担当者と協議すること。 
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履 行 報 告 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、契約約款第 10 条に基づき、仕様書により提出する。 
 
２．部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
３．報告書が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
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 局－４ 
 

  年  月  日 
 
 

東京都交通局 
工事主管課（所）長 殿 

 
 
 

会社名 
 
現場代理人                

 
 
 

工事の進捗状況について（月報） 
 
 
 

   年 月末現在、別紙のとおり施工していますので、報告します。 
 
 
 

別紙  工事進捗状況工程表 
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工事の進捗状況について（月報） 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、特記仕様書に基づき提出する。 
 
２．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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 局－５      
工 事 進 捗 状 況 工 程 表 

      月迄出来高 
           凡例   月実施 
             月予定 
工事件名：                          
工 期：    年  月  日 ～     年  月  日 

 

年 月 日 
工 種 別 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 
構成比率 

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

                                     ％ 

月 末 
出 来 高 

予
定 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

100％ 
実
施 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
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工 事 進 捗 状 況 工 程 表 
 

作成上の注意 
 
１．工程表が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
 
２．工事の進捗状況について（月報）と同時に提出する。 
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  65 

 局－７    年  月  日 
実 施 工 程 表 

工事件名：                          
 

年 月 日 
場所又は工種別 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 
備 考 

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 

 

                                     

 
                                     
                                     
                                     
                                     

 

                                     

 
                                     
                                     
                                     
                                     

 

                                     

 
                                     
                                     
                                     
                                     

 

                                     

 
                                     
                                     
                                     
                                     

住 所 
受 注 者 

氏 名 
現場代理人 氏 名            
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実 施 工 程 表 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、受注工事標準仕様書に基づき提出する。 
 
２．提出は、工事着工時とする。 
 
３．工程は、場所又は工種ごとに詳細に記入する。 
 
４．部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
５．工程表が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
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 局－１３ 

中 間 前 払 金 請 求 書 
 

  年  月  日 
 

（発注者宛て）         殿  
 

住所 
受注者 

氏名               
 

保証証書を提出したので下記のとおり中間前払金を請求します。 
 

記 
１ 請 求 金 額  ￥ 
 
２ 文 書 番 号 

（ 契 約 番 号 ） 
 
３ 工 事 件 名 
 
４ 契 約 金 額  ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥                   ） 
５ 変更契約金額  ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥                   ） 
６ 中間前払金の率  契約金額の   ％ 

（限度額           円） 
７ 既前払金の受領額  ￥ 
 
８ 請 求 根 拠  工事請負契約書第 37 条の 2 

 
注  請求金額に係る消費税及び地方消費税の額は記載しないこと。 

 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
 

（都職員使用欄） 押印省略時の

本人確認日、確認方法及び確認者     年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 
（確認者氏名） 

 
 

（法人の場合は 

 名称及び代表者の氏名）※ 
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中 間 前 払 金 請 求 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、契約約款第 37 条の 2 第 4 項に基づき提出する。 
 
２．提出部数は 1 部とし、車両電気部管理課に提出する。 
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  統一７  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

 

                建設業退職金共済制度加入届  

 

                                                                 年  月  日 

  （発注者宛） 

                     殿 

                                                  住所 

                                            受注者 

                                                  氏名 

                                                      法人の場合は名称 

                                                     及び代表者の氏名※ 

 

                                          

   建設業退職金共済制度の加入について、・掛金収納書        を添えて届け出ます。 

                         ・建設業退職金共済証紙 
                                          購入状況報告書 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 

契 約 金 額 
  ￥ 
 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥              ） 

契 約 年 月 日       年  月  日  工     期  

 ・上記添付書類のうち、掛金収納書、建設業退職金共済証紙購入状況報告書のいずれかを 

  提出できない場合は、提出できない書類名称及び提出できない理由を下記に記載すること。 

 ・建設業退職金共済制度に非加入の場合は、他の共済制度（中小企業退職金共済制度等）に加 

  入している状況を下記に記載の上、証明する書類を添付し、提出すること。 

 

監理業務受託者    担当者名                

 
   

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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建設業退職金共済制度加入届 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．提出期限は、工事着手後 1 ヶ月以内とする。 
 
３．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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統一７の2 

 

掛 金 収 納 書  
 

 掛金収納書（下請業者が自ら証紙を購入した場合の掛金収納書を含む。）を下記に添付すること。

 
 注１ 元請業者は、下請業者の要する共済証紙分を含めて購入し、その掛金収納書を添付する。 
 注２ 下請業者が自ら証紙を購入する場合については、下請業者に建設業退職金共済証紙購入状況
     報告書により計算した額の共済証紙を購入するよう指導し、その掛金収納書を添付する。 
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統一７の3 

 
 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書  
 
 
 １ 工事種別及び総工事費  

 工 事 種 別 総工事費 契約金額 無償支給材料評価額 
 

  
  \               

 
   \               

 
   \                 

 
 注１ 工事種別は、独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部ホームページ（以下 

「建退共ＨＰ」という。）を参照する。 
https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki02.html              

       ２ 総工事費＝契約金額＋無償材料費評価額  
       ３ 契約金額には、消費税及び地方消費税額を含む。 
 
 
 ２ 共済証紙・退職金ポイント購入額算出方法  

 購入額算出方法 

（該当項目を○で囲
む）  

 Ａ 建設業退職金共済制度加入労働者（加入労働者）及びその就労 
   予定日数が分かっている場合 
 
 Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 

 
 
 ３ 共済証紙・退職金ポイント購入額の算出  
    ２の該当項目（ Ａ Ｂ Ｃ ）について、以下により共済証紙・退職金ポイント購入額を算出する。 
 
 
   Ａ 加入労働者及びその就労予定日数が分かっている場合 
                                     
     ①加入労働者の就労予定日数の総和       人  
                
      ②掛金日額      円／人   
                         
     ③共済証紙購入額（①×②）  \                       
 
   Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 
 

① 工事種別                                 
 

② 総工事費  \                                                        
 

③ 「掛金納付の考え方」の表の率    ／1000 
 

④ 対象工事における労働者の加入率  ５０ ％ 
 

⑤ 購入額（②×③×④／70％）  \                  
         （ 千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする。） 
 
注１ 工事種別及び「掛金納付の考え方」の表の率については、建退共ＨＰを参照する。 

２ 対象工事における労働者の加入率は、受注者が適切に設定する任意の率とする。（記載の50%は参考例。 
建退共ＨＰ参照） 
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            別紙様式１ 
          

労災保険加入証明願 
          

                   年  月  日 

・ 労 働 保 険 特 別 会 計 歳 入 徴 収 官 

       東 京 労 働 局 長  殿 

・      労 働 基 準 監 督 署 長  殿 

     
所在地： 
名 称： 
代表者：             印 
担当者： 
電 話： 

   

下記のとおり、労災保険に加入済であることを証明願います。 
 

労働保険番号 

都道府県 所掌 管轄 基幹番号 － 枝番号 

    －  

工事の 

場合 

発注者名   

工事の名称   

工事の所在地   

予定期間    年   月   日～     年   月   日 

請負金額   

目的 
 ・工事契約書 

・その他（                          ）                   

証明書提出先   

 
 
 
（証明欄）          

 上記事業について、労災保険に加入済であることを証明します。   

 

 

           年  月  日     

       労働保険特別会計歳入徴収官  

               労 働 局 長          

 印 

       

         労 働 基 準 監 督 署 長      

 印 
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                                       別紙様式１ 
          

労災保険加入証明願 
          

                   年  月  日 

・ 労 働 保 険 特 別 会 計 歳 入 徴 収 官 

       東 京 労 働 局 長  殿 

・      労 働 基 準 監 督 署 長  殿 

     
所在地：東京都千代田○○○ 
名 称：株式会社 □○○○ 
代表者：代表取締役 ○○ □□   印 
担当者：□○ □○ 
電 話：０３－００００－００００ 

   

下記のとおり、労災保険に加入済であることを証明願います。 
 

労働保険番号 

都道府県 所掌 管轄 基幹番号 － 枝番号 

13 1 01 800000 － 001 

工事の 

場合 

発注者名  株式会社○□△ 

工事の名称  ○○○マンション新築工事 

工事の所在地  千代田区○○町□－△ 

予定期間 ○○年○○月○○日～  ○○年○○月○○日 

請負金額  ○○○，□□□，△△△ 円 

目的 
 ・工事契約書 

・その他（                          ）                   

証明書提出先  東京都○○事務所 

 
 
 
（証明欄）          

 上記事業について、労災保険に加入済であることを証明します。   

 

 

           年  月  日     

       労働保険特別会計歳入徴収官  

               労 働 局 長          

 印 

       

         労 働 基 準 監 督 署 長      

 印 

※申請先のみを残し、不要

な部分は末梢して下さい。 
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 統一16  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

                                請求・通知  

               書  

                報告・協議  

                                                                   年  月  日 

  （発注者宛） 

                  殿 

                                                    住所 

                                              受注者 

                                                    氏名  

                                                      法人の場合は名称 

                                                      及び代表者の氏名※ 
 
                                                請求・通知 

 下記工事について工事請負契約書の第  条  項により        します。 

                                                報告・協議 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 )  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
   ￥ 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

契 約 年 月 日          年  月  日  工     期  

  請求・通知 
           内容 

  報告・協議 

 

監理業務受託者   担当者名                
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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（請求・通知・報告・協議）書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 9 条 3 項に基づくもののほか、第 11 条 3 項及び 4 項、第 13 条 2 項及

び 3 項、第 14 条 2 項及び 8 項、第 17 条、第 24 条、第 25 条並びに第 28 条に基づくものに

ついても準用する。 
 
３．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
 
４．契約金額は記入しない。
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統一17 

 

                                   承 諾 書  
 
 
 
                                                                     年  月  日 
 
 
 
   （発注者宛） 
                      殿 
 
 
 
 
 
 
                                                      住所 
                                                受注者    
                                                      氏名 
                                                       法人の場合は名称   
                                                        及び代表者の氏名※   
 
 
 
 
       年  月  日付        第     号による        については 
 

異議がないので承諾します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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承 諾 書 
 

作成上の注意 
 
１．軽易な通知・協議事項については、12 号様式-2 通知・協議書（副）下欄に受注者の確認

により処理する、重要な指示事項（工事主管課長が通知・協議する事項）については、本様

式により承諾すること。 
 
２．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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統一25   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

（   ）承諾申請書  
 
                                                                   年  月  日 
  （発注者宛） 
                  殿 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                            現場代理人氏名                  
 
 下記工事について、別添（      ）の承諾を申請します。 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 
 
 

 
工 事 件 名 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

 
契 約 金 額 

 
   ￥ 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

 
契 約 年 月 日 

 
         年  月  日 

 
 工     期 

 

 上記の件について承諾します。 
 
    現場代理人 殿 
                                                              年  月  日 
 
                                                   （工事主管課長） 
 
                                                       氏名            

 

監理業務受託者    担当者名                
 
注１この様式は、仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。 
 ２（ ）内には、工事記録写真撮影計画、制作方法、基礎杭頭部切断、材料等と記載する。  



07【令和 3 年 4 月】統一 25 （   ）承諾申請書.docx 

80 
 

 
（   ）承諾申請書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、特記仕様書で承諾を義務付けられているものについて適用する。 
 
３．提出部数は 2 部以上とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
 
４．契約金額は記入しない。 

  
５．材料承諾時において、材料の仕様を JIS 等で指定している場合に、当該証明書のみで材料

等の概要が分かるものや WEB 上で資料を公開しているものは URL を記載することで、カ

タログ等の添付を省略することができる。 



08【令和 3 年 4 月】統一 26 （協議・報告）書.docx 

81 
 

統一26   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

                                   協 議  

                書  

                                   報 告  
                                                                   年  月  日 
                  殿 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                           現場代理人氏名                    
 
                                 協議 
 下記の工事について   仕様書     に基づき      します。 
                                 報告 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 
 
 

 
工 事 件 名 

 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

 
  協議 
       内容 
  報告 

  

監理業務受託者    担当者名               
 



08【令和 3 年 4 月】統一 26 （協議・報告）書.docx 

82 
 

 
（協議・報告）書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、特記仕様書に基づき提出する。 
 
３．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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部－1    
 
 
 
 

  
文 書 番 号 
(工事番号) 

 
 

 
 

 

立会依頼書兼通知書 
  年  月  日 

（工事主管課宛） 
           殿 

住所 
                                      受注者 

氏名 
                                            法人の場合は名称 
                                               及び代表者の氏名※ 
 

現場代理人氏名            
 

下記工事の○○作業に伴い、立会を必要といたしますので、工事立会方お手配願います。 

文 書 番 号 
（ 契 約 番 号 ）  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

場
所 

作
業  内

容 

作
業  

種 別 軌道内 変電所 電気室 （  ）機器室 駅務諸室 営業時間内・外 

立 会 日 時   年  月  日  終車後   時 ～  時 

作 業 責 任 者 氏 名  連絡先  

  年  月  日 
会社名 

現場代理人（氏 名）殿 
 

立会者を、下記の通り通知します。 
立会者  職     氏 名 

東京都交通局車両電気部 
工事主管課（所）長 

（氏  名）      
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立 会 依 頼 書 兼 通 知 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、特に立会を必要とする作業を行う場合に提出する。 
 
２．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
 
３．立ち合い日時については、あらかじめ監督員と調整する。 
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統一21   

 

                             中間検査請求書  

 

                                                                   年  月  日 

   （発注者宛） 

                      殿 

 

                                                  住所 

                                                  

                                                  氏名 

                                                    法人の場合は名称 

                                                    及び代表者の氏名 

                                            現場代理人氏名          

 下記のとおり中間検査を請求します。 

契 約 番 号  

契 約 件 名  

契 約 金 額    ￥ 

契 約 確 定 日         年  月  日  工     期  

検 査 場 所  

検 査  対  象  

 
 

検査員職氏名                         

 検 査 年 月 日 

 

         年  月  日 

立会職員職氏名                        

 
 

監理業務受託者   担当者名                
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中 間 検 査 請 求 書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 30 条 3 項に基づき提出する。 
 
３．提出部数は 3 部とし、工事主管課に提出する。 
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部－３   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

休 日 等 の 工 事 施 工 届  
 
                                                                   年  月  日 
  （発注者宛） 
                     殿 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                           現場代理人氏名                   
 
 下記工事について、工期に含まれていない休日等の工事施工について届け出ます。 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 

 

 
工 事 件 名 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

 
契 約 金 額 

 
   ￥ 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥              ） 

 
契 約 年 月 日 

 
        年  月  日 

 
 工     期 

 

届 
 
 

出 
 
 

事 
 
 

項 

 施工年月日         年  月  日  箇     所  

 理由及び工事内容  

 

 

監理業務受託者    担当者名                
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休 日 等 の 工 事 施 工 届 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
３．契約金額は記入しない。  

 
※設計図書に休日等の工事施工の定めがある場合は、提出不要とする。 
加えて、本様式のメール提出を可能とし、メールで提出した場合は、紙の提出は不要とする。 
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統一28   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

（    ）記録の報告書  
 
                                                                   年  月  日 
 
 
                  殿 
 
 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                            現場代理人氏名                  
 
 下記工事の（    ）記録を報告します。 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 

 

 
 

工 事 件 名 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

備     考  

 

 監 理 業 務 受 託
者 

   担当者名                
 

注 1 この様式は、工事施工管理基準等に基づく材料の試験成績表、出来形の測定結果表等の提 
    出及び絶縁・水圧試験等の報告に使用する。 
      2 （  ）内には、路盤材料の試験、アスファルト混合物の試験、擁壁工の出来形管理、絶 
    縁試験等と記載する。 
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（   ）記録の報告書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。 
 
２．本書は、特記仕様書に基づく各種試験、測定結果等の報告に適用する。 
 
３．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
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       局－１７   
   

   
   

 
文 書 番 号 
（ 契 約 番 号 ） 

  

 

事 故 報 告 書 
  年  月  日 

（工事主管課宛） 
           殿 

住所 
                                      受注者 

氏名 
                                            法人の場合は名称 
                                            及び代表者の氏名 

現場代理人氏名            

 文 書 番 号 
（ 契 約 番 号 ） 

 

 工 事 件 名  

 工 事 場 所  

 契 約 金 額 
￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ） 

 契 約 年 月 日      年  月  日 工 期  

 

事 故 発 生 日 時  

事 故 発 生 場 所  

受
注
者 

現場代理人  職 名  
主任技術者  職 名  

総括安全衛生管理者  職 名  
安全衛生管理者  職 名  

 
事
故
状
況 

 

 
被
害
状
況 

 

 原
因  

 処
置  

 
そ
の
他 

 

      
 監理業務受託者 事業所名  担当者名  
 注）本報告書には被害状況などを記入した、平面図・縦断面図・説明図・写真などを添付するこ

と。欄が不足する場合、別紙に記載すること。 
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事 故 報 告 書 
 

作成上の注意 
 
１．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。 
 
２．必要に応じ、見取図などを添付すること。 
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   工事主管課（所）長 課長代理 監督員  局－１６   
   

      
 工 事 番 号   

 

 

事故経過報告書（第 報） 
 
 

  年  月  日  時  分現在 
 
 

 工 事 件 名  

 
事 故 発 生 日 時 
及 び 経 過 時 間 

 

 事 故 発 生 場 所  

 事 故 状 況  

 被 災 者  

 原 因  

 
現在までの処置 
及 び 連 絡 先 

 

 そ の 他  

 報 告 者 職・氏名・連絡先 

 緊急連絡担当者 
職・氏名・連絡先 
※常に連絡をとれる担当者を記載してください。 

 注）本報告書には被害状況などを記入した、平面図・縦断面図・説明図・写真などを添付するこ
と。欄が不足する場合、別紙に記載すること。 
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事故経過報告書（第 報） 
 

作成上の注意 
 
１．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。 
 
２．必要に応じ、見取図などを添付すること。 
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 局－６  
   

 

工 事 作 業 日 報 
           工事  

住所 
                                      受注者 

氏名 
 

現場代理人                
 

    年  月  日    曜日 （天候  ） 
工 種 工 事 内 容 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

指示された事項 
 
 
 

検 査 事 項 
 
 
 

その他（打合わせ事項） 
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工 事 作 業 日 報 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、受注工事標準仕様書に基づき提出する。 
 
２．部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
３．日報が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
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 統一12  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

 

                                    請求 

支給材料 受領 書（第 回）  

                                    返納 

                                                                   年  月  日 

 

 

    （発注者宛） 

                      殿 

 

                                                  住所 

                                            受注者 

                                                  氏名 

                                                   法人の場合は名称 

                                                    及び代表者の氏名※ 

 

 

                         請求します。 

 下記のとおり支給材料を  受領しました。 

                         返納します。 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 )  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契  約 金 額 
   ￥ 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥           ） 

契 約 年 月 日         年  月  日  工     期  

支 給 材 料    別紙記載のとおり 

 
 

監理業務受託者   担当者名                

 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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支給材料（請求・受領・返納）書（第 回） 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 14 条に基づき、特記仕様書により提出する。 
 
３．使用目的により、請求・受領・返納のいずれかを抹消すること。 
 
４．請求及び受領書の提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
５．返納書の提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
 
６．契約金額は記入しない。 
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統一13 

 

支給材料（請求・受領・返納）内訳書  
  

 
 支給材料品名 

 
 形状寸法 

 単  
 位 

 
 総 数 量 

 前回までの  
 受 領 数 量 

 今回(請求･受領  
 ･返納)数量 

 
 累  計 

 
残数量 
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支給材料（請求・受領・返納）内訳書 
 

作成上の注意 
 
１．使用目的により、請求・受領・返納のいずれかを抹消すること。 
 
２．内訳書が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
 
３．支給材料（請求・受領・返納）書（第 回）と同時に提出する。 
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統一18   
 

文 書 番 号 
(工事番号) 

  

 

主要資材発注予定報告書  
 
                                                                   年  月  日 
 
  （発注者宛） 
                  殿 
 
 
 
                                                    住所 
                                              受注者 
                                                    氏名 
                                                      法人の場合は名称 
                                                      及び代表者の氏名 
 
                                              現場代理人氏名                      
 
 下記の工事に使用する主要資材を別紙のとおり発注する予定なので報告します。 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 
 
 

 
工 事 件 名 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

 
契 約 金 額 

 
   ￥ 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

 
契 約 年 月 日 

 
         年  月  日 

 
 工     期 

 

 

  

監理業務受託者    担当者名                
 
 
 
 
 
 
 
 



 

102 
 

主要資材発注予定報告書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、特記仕様書に基づき提出する。 
 
３．提出部数は 1 部とし、工事主管課に提出する。 
 
４．契約金額は記入しない。 
 
※主要資材の発注予定を施工計画書等に記載する場合は、提出不要とする。 
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 局－１２ 
 

材 料 検 査 請 求 兼 検 査 書 （ 1/2）  
 

文書番号（契約番号）           
工事件名                 

 工事主管課（所）長 課長代理 監督員 検査員 立会者  
  

 
     

品 名 
形状寸法 
・規格等 

製造元又は購入先、 
規 格 証 明 書 等 

検査の 
方 法 

検査の 
判 定 

     

     

     

     

     

     

     

     

 
上記のとおり検査を請求します。 

  年  月  日 
 

東京都交通局車両電気部 

工事主管課（所）長 

（氏   名）  殿 
 

（住所） 
受注者 

氏名：法人の場合名称及び代表者名） 

（現場代理人 氏名     ） 
 

 
検査の結果、上記のとおり通知します。 

  年  月  日 

 
（住所） 

受注者 

（氏名：法人の場合名称及び代表者名） 

現場代理人（氏    名）殿 

 

東京都交通局車両電気部 

工事主管課（所）長 

（氏  名）     印 
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材 料 検 査 願 兼 検 査 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、材料検査基準に基づき提出する。 
 
２．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
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内 訳 書｛材 料 検 査 請 求 兼 検 査 書 (2/2)｝  
 

※ 数量検査の結果は、品質検査と合わせて（1/2）の判定欄に記入。 
 
 
 
 
 

品   名 形状・寸法等出来 

数  量 

累計数量 
（出来形含

む） 

検  量 
対象数量 
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車両電気部長 工事主管課（所）長 課長代理 監督員  部－２  
  

      
 工 事 番 号   

 

 

材料検査請求書(第 回) 
  年  月  日 

（車両電気部長あて） 
           殿 

住所 
受注者 

氏名 
法人の場合は名称 
及び代表者の氏名 
 

現場代理人氏名 
 
下記のとおり材料検査を請求します。 
 

 文 書 番 号 
（契約番号）   

 工 事 件 名  

 工 事 場 所  

 契 約 金 額 ￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ） 

 契 約 年 月 日    年  月  日 工 期  

 検 査 場 所  

 検査対象材料   

   

 検 査 員 
職 氏 名  

検 査 年 月 日    年  月  日 
 立 会 職 員 

職 氏 名  

   
 監理業務受託者 事業所名  担当者名  
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材 料 検 査 請 求 書（第  回） 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、材料検査基準（車両電気部）に基づき提出する。 
 
３．材料検査報告書は、材料検査基準第 2 号様式による。 
 
４．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
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 統一14  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

 

発生材報告書（第 回）  

 

                                                                   年  月  日 

 

  （発注者宛） 

                  殿 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    住所 

                                              受注者 

                                                    氏名 

                                                      法人の場合は名称 

                                                      及び代表者の氏名※ 

 

 

 

 下記工事に際し、別紙の発生材が生じたので報告します。 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 
 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
   ￥ 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥           ） 

契 約 年 月 日          年  月  日  工     期  

 
 

監理業務受託者   担当者名                 

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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発生材報告書（第 回） 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 14 条に基づき、特記仕様書により提出する。 
 
３．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。（1 部は現場代理人に返却） 
 
４．契約金額は記入しない。 
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統一15 

 

発 生 材 報 告 内 訳 書  
  

 発 生 材 品 名  形 状 寸 法  数  量  単 位  摘     要 
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発 生 材 報 告 内 訳 書 
 

作成上の注意 
 
１．1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
 
２．発生材報告書（第 回）と同時に提出する。 
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局様式   

 

文 書 番 号  
(工事番号) 

  

 

                         工 事 完 了 届  
 
                                                                    年  月  日 
 
    （発注者宛） 
                      殿 
 
 
 
                                                  住所 
                                            受注者 
                                                  氏名                        
                                                    法人の場合は名称 
                                                    及び代表者の氏名 
 
  下記の工事を本日完了したので届け出ます。 

 
文 書 番 号 
( 契 約 番 号 ) 

 
 
 

 
工 事 件 名 

 

 

 
工 事 場 所 

 

 

 
契 約 金 額 

 
   ￥ 
 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥                       ） 

 
契 約 年 月 日 

 
        年  月  日 

 
 工     期 

 

 

監理業務受託者    担当者名              
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工 事 完 了 届 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託

者を設置した場合のみ記入する。 
 
２．工事期限と完了月日は、原則として同一となる。 
 
３．文書番号と契約年月日は、当初番号と当初年月日。契約金額は、工事変更した

場合、最終契約金額を記入する。 
 
４．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



2【令和 3 年 4 月】局一 14 請求書.doc 

115 
 

（参考）         請求金額計算書  

 
① 契約金額   合計   ￥            （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
         10％対象 ￥            （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
 
①’変更契約金額 合計   ￥            （うち消費税及び地方消費税の額              ）  

 10％対象 ￥            （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
 
 
 

②  今回既済部分出来高   ￥              
 ②のうち  
②’一部しゅん功出来高   ￥              
 
②''出来高請求限度額    ￥              
           ９     １０  
  ＝②×      又は 
          １０    １０  
 
 

③ 前払金受領済額       ￥                   
 
③’総前払金出来高充当額  ￥                      
  ＝③×（②÷①又は①’）  
 
③''今回前払金出来高充当額 ￥                      
  ＝③’－前回の③’  
 
 
 

④ 中間前払金受領済額      ￥                    
 
 
 

⑤ 既済部分受領済額  合計      ￥          （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
             10％対象  ￥          （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
 
⑥ 今回請求金額      合計     ￥          （うち消費税及び地方消費税の額              ） 

             10％対象  ￥          （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
  ＝②''－③’－⑤の範囲内  
    中間前払金受領の場合＝①又は①’－③－④  
 
⑦ 契約金残額        合計    ￥          （うち消費税及び地方消費税の額             ） 

             10％対象  ￥          （うち消費税及び地方消費税の額              ）  
  ＝①又は①’－③－⑤－⑥  
 
ただし、一部しゅん功払とそれ以外の既済部分払とを合わせて行う場合の算式は  
                             ９  
②''においては（②－②’）×         ＋②’である。  
                            １０  
 
注１ ①・①’・⑤・⑥・⑦に関しては、税率ごとに区分して合計した額（税込）、適用税率及び税率  

ごとに区分した消費税額等を記載するとともに、それぞれの算出過程を添付すること。 

 

注２ 一部しゅん功の場合は、②と②’は同額とする。 

 

注３ ③’における端数計算方法については、10,000円未満を切り上げる。 
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請 求 金 額 計 算 書 
 

以下の時は、「請求書」に「請求金額計算書」を添付する。 
 
１．部分払請求時 
 
２．部分払の支払を受けたことがあり、かつ、契約代金の支払を請求する時 
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 統一10  

 

 

                 既済部分検査請求書（第  回）  

 

                                                                   年  月  日 

 

  （発注者宛） 

                    殿 

 

 

 

 

 

                                                  住所 

                                                 

                                                  氏名                         

                                                    法人の場合は名称 

                                                    及び代表者の氏名 

 

 下記契約の既済部分検査（第  回）を請求します。 

契 約 番 号  

契 約 件 名  

契 約 金 額 ￥ 

 

 既 受 領 額 
  
(うち前払金額) 

 

￥ 
 
(￥                       ) 

契 約 確 定 日         年  月  日 
 工期、履行期間 

又は履行期限 
 

既 済 部 分 

の 支 払 を 

受 け る 根 拠 

 

  契約条項第     条 

 
 

 監理業務受託者    担当者名                

 
注 「監理業務受託者」及び「担当者名」の欄は、該当がない場合は使用しない。 
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既済部分検査請求書（第  回） 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。ただし、監理業務受託者の欄は、監理業務受託者を設置し

た場合のみ記入する。 
 
２．本書は、契約約款第 38 条に基づき提出する。 
 
３．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。 
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 局－８ 

 
 
 
 

工事件名               工事 
 
 

第 回 既済部分出来高調書 
 
 

  年  月  日現在 
 

請 負 金 額 
既 済 部 分 既 済 部 分 

の 9 ／ 1 0 
既 済 部 分 
の 前 払 金 

前 回 ま で 
の領収金額 

今 回 
の請求金額 出来高 金 額 

       

 
上記のとおり相違ありません。 

 
  年  月  日 

 
 
 

東京都交通局長 殿 
 

（住所） 
受注者 

（氏名：法人の場合は名称及び代表者名） 
 

 
 
 
 
 
 
 



4【令和 3 年 4 月】局一８ 第 回 既済部分出来高調書.doc 

120 
 

既 済 部 分 出 来 高 調 書 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、契約約款第 38 条に基づき提出する。 
 
２．提出部数は 2 部とし、工事主管課に提出する。 
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 局－９ 

既済部分出来高工種別内訳書 
今回既済部分 
出 来 高 金 額 

 
出 来 高 歩 合 ％ 
出来高年月日 年  月  日現在 

 
 種 別 

形 状 寸 法 数 量 単位 
金 額 

円 
出来高 

％ 

出来高 
金 額 

円 

摘
要   

工 種 
 内 訳 

 
           

 
           

 
           

 

           

 
           

 
           

 
           

 
           

 
           

 
           

 注１．出来高（％）欄は、1.0％未満を切り捨てとする。 
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既済部分出来高工種別内訳書 
 

作成上の注意 
 
１．必要により、既済部分出来高調書に添付する。 
 
２．既済部分出来高調書と同時に提出。 
 
３．内訳書が 1 枚で足りない場合は、枚数を増加する。 
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 統一32  

 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
文 書 番 号 

(工事番号) 

 
 

 

 
 

 
 
 

                 代理人及び主任技術者等通知書 

 

                                                                年  月  日 

 

  （発注者宛） 

                    殿 

 

 

 

                                                住所 

                                          受託者 

                                                氏名  

                                                    法人の場合は名称 

                                                    及び代表者の氏名※ 

                        連絡用メールアドレス 

                                             

 

 

  代理人及び主任技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

 
 

文 書 番 号 

（ 契 約 番 号 ） 
 

 
 

 
 

 

件         名 

 

 

 

 

 

委 託 場 所 

 

 

 

 

 

 

契 約 金 額 

 

 

 

  ￥         

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥           ） 

 

 契 約 年 月 日 

 

  年  月  日 履 行 期 限    年  月  日 

 

 

 代 理 人 氏 名 

 

（連絡用メールアドレス） 

 

ふりがな 

 

 

主任技術者氏名 

※ 
 
（連絡用メールアドレス）

 

ふりがな 

 

 

 

                  

 

 

 

                  

注 １ 営繕設計の場合は、管理技術者氏名を記入する。 

  ２ 工事監理業務の場合は、監理業務技術者氏名を記入する。 
※ 受託者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔事務担当者〕 
所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
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代 理 人 及 び 主 任 技 術 者 通 知 書 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。 
 
２．主任技術者とは、契約約款第 6 に該当するものをいう。 
 
３．提出月日は、委託着手日と同一。 
 
４．提出部数は 2 部提出する。 
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 部－４（委）   
   
   

 
 

技 術 者 及 び 協 力 会 社 届 
  年  月  日 

（発注者あて） 
          殿 

 
住 所 

受託者 
氏 名 

 
下記業務の技術者及び協力会社を定めたので経歴書添付の上届け出ます。 
 
１．委託件名                        

 

担当技術者名簿 
 業務分類 担 当 者 名 所 属 会 社 名 

    
    
    
    
    
    
    
    

協力事務所 
 業務分類 会 社 名 所 在 地 電 話 
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技 術 者 及 び 協 力 会 社 届 
 

作成上の注意 
 
１．本書は、特記仕様書に基づき提出する。 
 
２．提出部数は 2 部とし、起工主管課に提出する。 
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 局様式   
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
文 書 番 号 
(工事番号) 

 
 
 

 
 
 

 
 

委 託 完 了 届  
 
                                                                  年  月  日 
 
    （発注者宛）                                                                 
                      殿 
 
 
                                                  住所 
                                            受託者    
                                                  氏名                        
                                                    法人の場合は名称   
                                                    及び代表者の氏名   
                                                    
  下記の委託を本日完了したので届け出ます。 
 

文  書  番  号
（ 契 約 番 号 ） 

 
                             
 
 
 

件     名 

 
 
 
 

委 託 場 所 

 
                                             
  
 

契 約 金 額 

 

  ￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

 契 約 年 月 日 

 
 

  年  月  日 
 
 

 
 
履 行 期 限 
 
 

 
 

  年  月  日 
 
 

 

受 付 年 月 日   年  月  日 
監 督 員 
職 氏 名 
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委 託 完 了 届 
 

作成上の注意 
 
１．太線の内側部分のみ記入する。 
 
２．履行期限と完了月日は、原則として同一となる。 
 
３．文書番号と契約年月日は、当初番号と当初年月日。契約金額は、設計変更した場合、最終

契約金額を記入する。 
 
４．提出部数は 2 部とし、起工主管課に提出する。 
 
５．本書は、受理した日から 10 日以内に検査を行う必要から、検査日程との関係上、早めに起

工主管課に到着するように配慮すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


